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東京海上ウエスト少額短期の現状 2015 

2014 年度（平成 26 年度）決算 

 

 2014 年度（2014 年 4 月 1 日～2015 年 3 月 31 日）の業務及び財産の状況に関する説明書類（デ

ィスクロージャー資料）を作成いたしましたので、公開いたします。 
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１ 主要な業務に関する事項 

（１）直近の事業年度（2014 年度）における業務の概要 

当社は 2014 年 3 月 24 日に少額短期保険業者（近畿財務局長（少額短期保険）第 10 号）と

して登録を完了し、2014 年 4 月 1日に営業を開始いたしました。 

2014 年 10 月 1 日の東京海上ミレア少額短期保険株式会社（以下「ミレア少短」）との共同保

険契約（当社非幹事）の引き受け開始に向けて、当年度上期はミレア少短の代理店に対し当社

との代理店委託契約の締結を行い、下期は計画通り保険引き受けを開始いたしました。 

 

（組織体制の整備） 

2014 年 4 月 1 日には「営業部」・「業務サービス部」・「IT 部」・「内部監査部」を設置し、同

年 10 月 1 日には「お客様コールセンター部」を設置いたしました。 

（当年度業績） 

当年度は下期の保険引き受け開始により保険料等収入が生じたことにより経常収益は

1,660,473 千円となりました。経常費用は再保険料や代理店手数料等が生じたことにより、

1,691,686 千円となりました。この結果、経常損失は 31,213 千円、当期純損失は 23,486 千円

となりました。 

 

（２）財産及び損益の状況の推移                   （単位：千円） 

区 分 

2013年度 

(2014年1月20日から 

 2014年3月31日まで) 

2014年度 

(2014年4月1日から 

 2015年3月31日まで) 

経 常 収 益

う ち 収 入 保 険 料

－

－

1,660,473

949,529

正 味 収 入 保 険 料 － 9,428

利 息 及 び 配 当 金 収 入

経常利益（又は経常損失△）

当期純利益（又は当期純損失△）

－

  △2,735

△2,805

－

 △31,213

△23,486

資 本 金

発 行 済 株 式 総 数 （ 株 ）

150,000

6,000株

150,000

6,000株

純 資 産 297,194 273,707

保 険 業 法 上 の 純 資 産 297,194 273,929

総 資 産 297,369 714,983

責 任 準 備 金 残 高 － 4,127

有 価 証 券 残 高 － －

ソルベンシー・マージン比率（％） 20,098.4％ 4,180.4％

配 当 性 向（％） －％ －％

従 業 員 数（名） －名 4名
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（３）支店等及び代理店の状況 

（単位：店） 

区 分 2013年度末 2014年度末 比較増減 

支 店 ・ 支 社 － 4 4

代 理 店 － 2,141 2,141

 

（４）従業員の状況 

2013年度末 2014年度末 比較増減
2014年度末現在 

平均年齢 平均勤続年数 平均給与月額

－名 4名 4名 45.8歳 1.0年 339千円 

 

（５）重要な親会社及び子会社等の状況 

イ 親会社の状況 

会社名 所在地 
主要な事業 

内   容 

設 立 

年月日 
資 本 金 

親会社が有

する当社の

議決権 比 率 

その他

東京海上

ホールデ

ィングス

株式会社 

東京都千代田区

丸の内一丁目2

番１号 東京海上

日動ビル新館 

保険持株会社として

傘下子会社の経営管

理およびそれに附帯

する業務 

平成14年

4月2日 

150,000 

百万円 

100.0％  

 

ロ 子会社等の状況 

該当ありません。 

 

（６）事業の譲渡・譲受け等の状況 

該当ありません。 

 

（７）その他少額短期保険業者の現況に関する重要な事項 

該当ありません。 
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２ 会社役員に関する事項 

○2014 年度末現在 

氏 名 地位及び担当 重要な兼職 その他 

定道 公正 取締役社長（代表取締役）

内部監査部長（委嘱） 

担当：内部監査部、営業部、

IT部、お客様コールセンタ

ー部 

  

早川 英人 取締役 

業務サービス部長（委嘱）

担当：業務サービス部 

 2015年3

月31日

辞任 

城   孝 取締役 
（社外取締役） 

東京海上ホールディングス株式会社 

国内事業企画部事業推進グループマネー

ジャー 

イーデザイン損害保険株式会社 

取締役 

東京海上ミレア少額短期保険株式会社 

取締役 

2014年6

月27日

就任 

梅木 裕世 監査役 
（社外監査役） 

東京海上ミレア少額短期保険株式会社 

常勤監査役 

東京海上日動あんしん生命保険株式会社 

監査役 

 

杉本 政朗 監査役 
（社外監査役） 

東京海上ミレア少額短期保険株式会社 

監査役 

東京海上日動火災保険株式会社 

顧問（2015年3月31日退任） 

 

 

○2014 年度の末日後に就任した者 

氏 名 地位及び担当 重要な兼職 その他 

山口  潤 取締役 

 

 2015年4

月1日就

任 

君島  功 取締役 
（社外取締役） 

東京海上日動火災保険株式会社 営業開

発部部長 兼 兼業グループリーダー 

2015年4

月1日就

任 

 

３ 株式に関する事項 

（１）株式数     発行可能株式総数  60,000 株 

発行済株式の総数   6,000 株 

 

（２）株主数（2014 年度末）            1 名 
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（３）大株主 

株主の氏名又は名称 
当社への出資状況 

持株数等 持株比率 

東京海上ホールディングス株式会社 6,000 株 100.0 ％ 

 

４ 業務の適正を確保するための体制 

○内部統制基本方針（法令遵守・リスク管理の体制） 

  当社は、会社法および会社法施行規則ならびに東京海上ホールディングス株式会社との間

で締結された経営管理契約および同社が定めた東京海上グループに係る各種基本方針等に

基づき、以下のとおり、内部統制基本方針を定めております。 

 

内部統制基本方針 

当社は、会社法および会社法施行規則ならびに東京海上ホールディングス株式会社（以

下「東京海上ＨＤ」という。）との間で締結された経営管理契約および東京海上ＨＤが定め

た各種グループ基本方針等に基づき、以下のとおり、内部統制基本方針を定める。 

１．東京海上グループにおける業務の適正を確保するための体制 

（1）当社は、東京海上グループ経営理念、東京海上ＨＤとの間で締結された経営管理契約、

｢東京海上グループ グループ会社の経営管理に関する基本方針｣をはじめとする各種

グループ基本方針等に基づき、適切かつ健全な業務運営を行う。 

a.当社は、事業戦略、事業計画等の重要事項の策定に際して東京海上ＨＤの事前承認

を得るとともに、各種グループ基本方針等に基づく取り組み、事業計画の実施状況

等を取締役会および東京海上ＨＤに報告する。 

（2）当社は、「東京海上グループ 経理に関する基本方針」に基づき、当社の財務状態お

よび事業成績を把握し、株主・監督官庁に対する承認・報告手続、税務申告等を適正

に実施するための体制を整備する。 

（3）当社は、「東京海上グループ 財務報告に係る内部統制に関する基本方針」に基づき、

財務報告の適正性と信頼性を確保するために必要な体制を整備する。 

（4）当社は「東京海上グループ 情報開示に関する基本方針」に基づき、企業活動に関す

る情報を適時・適切に開示するための体制を整備する。 

（5）当社は、「東京海上グループ グループ内取引等の管理に関する基本方針」に基づき、

グループ内取引等の管理体制を整備する。 

２．職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

（1）当社は、「東京海上グループ コンプライアンスに関する基本方針」に基づき、以下の

とおり、コンプライアンス体制を整備する。 

a.役職員が「東京海上グループ コンプライアンス行動規範」に則り、事業活動のあら

ゆる局面においてコンプライアンスを最優先するよう周知徹底を図る。 

b.コンプライアンスを統轄する部署を設置するとともに、年度アクションプランを策

定して、コンプライアンスに関する取り組みを行う。 

c.コンプライアンス・マニュアルを策定するとともに、役職員が遵守すべき法令、社

内ルール等に関する研修を実施して、コンプライアンスの周知徹底を図る。 
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d.法令または社内ルールの違反が生じた場合の報告ルールを定めるとともに、通常の

報告ルートのほかに、社内外にホットライン（内部通報制度）を設け、その利用につ

き役職員に周知する。 

（2）当社は、「東京海上グループ 顧客保護等に関する基本方針」に基づき、お客様本位を

徹底し、顧客保護等を図るための体制を整備する。 

（3）当社は、「東京海上グループ 情報セキュリティ管理に関する基本方針」に基づき、情

報セキュリティ管理体制を整備する。 

（4）当社は、「東京海上グループ 反社会的勢力等への対応に関する基本方針」に基づき、

反社会的勢力等への対応体制を整備するとともに、反社会的勢力等との関係遮断、不

当要求等に対する拒絶等について、弁護士や警察等とも連携して、毅然とした姿勢で

組織的に対応する。 

（5）当社は、「東京海上グループ 内部監査に関する基本方針」に基づき、被監査部門から

独立した内部監査担当部署を設置するとともに、内部監査規程を制定し、効率的かつ

実効性のある内部監査体制を整備する。 

３．リスク管理に関する体制 

（1）当社は、「東京海上グループ リスク管理に関する基本方針」に基づき、以下のとおり、

リスク管理体制を整備する。 

a.リスク管理方針を定め、当社の事業遂行に関わる様々なリスクについてリスク管理

を行う。 

b.リスク管理を統轄する部署を設置するとともに、リスク管理方針において管理対象

としたリスク毎に管理部署を定める。 

c.リスク管理についての年度アクションプランを策定する。 

（2）当社は、「東京海上グループ 危機管理に関する基本方針」に基づき、危機管理方針を

定め、危機管理体制を整備する。 

４．職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（1）当社は、経営管理契約に基づき、グループの経営戦略および経営計画に則って、事業

計画（数値目標等を含む。）を策定し、当該計画の実施状況をモニタリングする。 

（2）当社は、業務分担および指揮命令系統を通じて効率的な業務執行を実現するため、職

務権限に関する規程を定めるとともに、事業目的を達成するために適切な組織機構を

構築する。 

（3）当社は「東京海上グループ ＩＴガバナンスに関する基本方針」に基づき、ＩＴガバ

ナンスを実現するために必要な体制を整備する。 

（4）当社は、「東京海上グループ 人事に関する基本方針」に基づき、社員の働きがい、や

りがいの向上、透明公正な人事および成果実力主義の徹底により、生産性および企業

価値の向上の実現を図る。 

（5）当社は、(1)～(4)のほか、職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

を整備する。 

５．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

当社は、文書等の保存に関する規程を定め、重要な会議の議事録等、取締役の職務の

執行に係る情報を含む重要な文書等は、同規程の定めるところに従い、適切に保存およ

び管理を行う。 

６．監査役の職務を補助すべき職員に関する事項 

（1）当社は、監査役の求めに応じ、監査役の監査業務を補助するために必要な知識・能力

を具備した職員を配置する。 
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（2）当該職員は、監査役の命を受けた業務および監査を行う上で必要な補助業務に従事し、

必要な情報の収集権限を有する。 

（3）当該職員の人事考課、人事異動および懲戒処分は、監査役の同意を得た上で行う。 

７．監査役への報告に関する体制 

（1）役職員は、経営、財務、コンプライアンス、リスク管理、内部監査の状況等について、

定期的に監査役に報告を行うとともに、当社またはグループ会社の業務執行に関し重

大な法令もしくは社内ルールの違反または会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事

実があることを発見したときは、直ちに監査役に報告を行う。 

（2）当社は、監査役に(1)の報告を行った者が、当該報告を行ったことを理由として不利な

取扱いを受けることがないよう、必要な体制を整備する。 

（3）役職員は、ホットライン（内部通報制度）の運用状況および重要な報告・相談事項に

ついて定期的に監査役に報告を行う。 

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

（1）監査役は、取締役会に出席するほか、その他の重要な会議または委員会に出席し、意

見を述べることができるものとする。 

（2）監査役は、重要な会議の議事録、取締役が決裁を行った重要な稟議書類等については、

いつでも閲覧することができるものとする。 

（3）役職員は、いつでも監査役の求めに応じて、業務執行に関する事項の説明を行う。 

（4）内部監査担当部署は、監査に協力することなどにより、監査役との連携を強化する。 

（5）当社は、監査役の職務の執行に係る費用等について、当社が監査役の職務の執行に必

要でないことを証明したときを除き、これを支払うものとする。 

以上

2 0 1 4 年 4 月 1 日 策 定

2 0 1 5 年 4 月 1 日 改 定

 

 
 
○指定紛争解決機関について 
 当社は「お客様の声」を真摯に受け止め、「お客様本位」の徹底と品質の向上に努めてま

いります。なお、下記指定紛争解決機関（指定ＡＤＲ機関）においてもお客様からのご相談・

苦情等を受け付けております。 
一般社団法人 日本少額短期保険協会「少額短期ほけん相談室」 

 フリーダイアル ０１２０－８２－１１４４ 
 受付時間 平日 9:00～12:00、13:00～17:00（土日・祝日、年末年始休業期間を除く） 

   ホームページ http://www.shougakutanki.jp 
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５ 組織図（2015 年 4 月 1日現在） 

コンプライアンス委員会

株主総会

取締役会 監査役

取締役社長

業務執行取締役

広島支社

福岡支社

内部監査部

大阪支社

名古屋支社

リスク管理委員会

営業部

損害サービス部

事務サービス部

ＩＴ部

業務サービス部

お客様コールセンター部

 

６ 主要な業務の状況を示す指標等 
○正味収入保険料及び元受正味保険料                 （単位：千円） 

区   分 内  訳 2013年度 2014年度 

火   災 

 

正味収入保険料 

元受正味保険料 

－

－

9,428

943,379

 

○支払再保険料                           （単位：千円） 

区   分 内  訳 2013年度 2014年度 

火   災 支払再保険料 － 933,950

 

○保険引受利益                           （単位：千円） 

区   分 内  訳 2013年度 2014年度 

火   災 保険引受利益 － △31,213

 

○正味支払保険金及び元受正味保険金                 （単位：千円） 

区   分 内  訳 2013年度 2014年度 

火   災 

 

正味支払保険金 

元受正味保険金 

－

－

138

13,842

 

○回収再保険金                           （単位：千円） 

区   分 内  訳 2013年度 2014年度 

火   災 回収再保険金 － 13,703
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７ 保険契約に関する指標 

○契約者配当金の額 

   該当ありません。 

 

○正味損害率、正味事業費率及び正味合算率 

区   分 内  訳 2013年度 2014年度 

火   災 

 

 

正 味 損 害 率 

正味事業費率 

正 味 合 算 率 

－

－

－

1.5%

384.4%

385.9%

 

○元受損害率、元受事業費率及び元受合算率 

区   分 内  訳 2013年度 2014年度 

火   災 

 

 

元 受 損 害 率 

元受事業費率 

元 受 合 算 率 

－

－

－

1.5%

77.1%

78.6%

 

○出再先保険会社の数と出再保険料の上位５社の割合 

 2013年度 2014年度 

出再先保険会社の数 － 2社

出再保険料の上位５社の割合 － 100.0%

 

○支払再保険料の格付区分ごとの割合 

格 付 区 分 2013年度 2014年度 

A－以上 － 100.0%

※格付区分は、スタンダード・アンド・プアーズ社（S&P 社）の格付を使用しています。 

※2015 年 3 月末時点の格付に基づいています。 

 

○未収再保険金の額                         （単位：千円） 

区   分 内  訳 2013年度 2014年度 

火   災 未収再保険金 － 11,934

 

８ 経理に関する指標等 

○支払備金及び責任準備金                      （単位：千円） 

区   分 内  訳 2013年度 2014年度 

火   災 

 

支 払 備 金 

責 任準備金 

－

－

131

4,127

 

○利益準備金及び任意積立金 

   該当ありません。 

 



 10

○損害率の上昇に対する経常利益又は経常損失の変動 

損害率の上昇シナリオ 発生損害率が１％上昇すると仮定します。 

計 算 方 法 正味既経過保険料×１％ 

経 常 損 失 の 増 加 
2013年度 2014年度 

－ 55千円

 

９ 資産運用に関する指標等 

○資産運用の概況                          （単位：千円） 

 
2013年度 2014年度 

金 額 構成比 金 額 構成比 

現 預 金 287,125  96.6% 332,196  46.5% 

金 銭 信 託    －    －    －    － 

有 価 証 券    －    －    －    － 

運 用 資 産 計 287,125  96.6% 332,196  46.5% 

総 資 産 297,369 100.0% 714,983 100.0% 

 

○利息配当収入の額及び運用利回り 

  該当ありません。 

 

○保有有価証券の種類別の残高及び合計に対する構成比 

   該当ありません。 

 

○保有有価証券利回り 

   該当ありません。 

 

○有価証券の種類別の残存期間別残高 

   該当ありません。 

 

10 責任準備金の残高                         （単位：千円） 

 
2013年度 2014年度 

火  災 火  災 

普 通 責 任 準 備 金 － 3,905

異 常 危 険 準 備 金 － 221

契約者配当準備金等 － －

合   計 － 4,127
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11 保険金等の支払能力の充実の状況（ソルベンシー・マージン比率） 

（単位：千円） 
 2013 年度 

(2014年 3月 31日) 

2014 年度 
(2015年 3月 31日)

(Ａ) ソルベンシー・マージン総額 297,194 273,929

 ① 純資産の部の合計額（繰延資産等控除後の額） 297,194 273,707

 ② 価格変動準備金 － －

 ③ 異常危険準備金 － 221

 ④ 一般貸倒引当金 － －

 ⑤ その他有価証券評価差額(税効果控除前)(99%又は 100%) － －

 ⑥ 土地の含み損益（85%又は 100%） － －

 ⑦ 契約者配当準備金の一部（除く、翌期配当所要額） － －

 ⑧ 将来利益 － －

 ⑨ 税効果相当額 － －

 ⑩ 負債性資本調達手段等 － －

 告示(第 14 号)第 2条第 3項第 5号ｲに掲げるもの(⑩(a)) － －

 告示(第 14 号)第 2条第 3項第 5号ﾛに掲げるもの(⑩(b)) － －

(Ｂ) リスクの合計額 √［R12+R22］+R3+R4 2,957 13,105

 保険リスク相当額 － 3,755

  R1 一般保険リスク相当額 － 541

  R4 巨大災害リスク相当額 － 3,214

 R2 資産運用リスク相当額 2,871 9,478

 価格変動等リスク相当額 － －

 信用リスク相当額 2,871 3,321

 子会社等リスク相当額 － －

 再保険リスク相当額 － 6,037

 再保険回収リスク相当額 － 119

 R3 経営管理リスク相当額 86 397

(Ｃ) ソルベンシー･マージン比率 [(Ａ)/{(Ｂ)×(1/2)}]×100 20,098.4% 4,180.4%

（注）上記の金額および数値は、保険業法施行規則第 211 条の 59 および第 211 条の 60 ならび

に平成 18 年金融庁告示第 14 号の規定に基づいて算出しています。 
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12 経理の状況 

当社は、2014年度において、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、保険業法第272条

の17の規定により公衆の縦覧に供する書類のうち、貸借対照表、損益計算書および株主資本

等変動計算書等について、あらた監査法人の監査を受けています。 

 

（１）貸借対照表 

（単位：千円、％） 

      年  度 

科  目 

2013年度 

（2014年3月31日現在） 

2014年度 

（2015年3月31日現在） 比較増減

金 額 構成比 金 額 構成比 

（資産の部）  

現 金 及 び 預 貯 金 287,125 96.6 332,196 46.5 45,071

現 金 － － － － －

預 貯 金 287,125 96.6 332,196 46.5 45,071

有 価 証 券 － － － － －

国 債 － － － － －

地 方 債 － － － － －

そ の 他 の 証 券 － － － － －

有 形 固 定 資 産 244 0.1 884 0.1 640

建 物 － － － － －

建 設 仮 勘 定 

その他の有形固定資産 

－

244

－

0.1

－

884

－ 

0.1 

－

640

無 形 固 定 資 産 － － － － －

ソ フ ト ウ ェ ア － － － － －

の れ ん － － － － －

リ ー ス 資 産 － － － － －

その他の無形固定資産 － － － － －

代 理 店 貸 

共 同 保 険 貸 

－

－

－

－

24,563

324,702

3.4 

45.4 

24,563

324,702

再 保 険 貸 － － 11,934 1.7 11,934

そ の 他 資 産 － － 1,338 0.2 1,338

未 収 金 － － 389 0.1 389

未 収 保 険 料 － － － － －

前 払 費 用 － － － － －

未 収 収 益 － － － － －

仮 払 金 － － 949 0.1 949

預 託 金 － － － － －

そ の 他 の 資 産 － － － － －

繰 延 税 金 資 産 － － 9,364 1.3 9,364

供 託 金 10,000 3.4 10,000 1.4 －

貸 倒 引 当 金 － － － － －

資産の部合計 297,369 100.0 714,983 100.0 417,614
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 （単位：千円、％） 

年  度 

科  目 

2013年度 

（2014年3月31日現在） 

2014年度 

（2015年3月31日現在） 比較増減

金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 負 債 の 部 ）  

保 険 契 約 準 備 金 － － 4,259 0.6 4,259

支 払 備 金 － － 131 0.0 131

責 任 準 備 金 － － 4,127 0.6 4,127

代 理 店 借 － － 10,641 1.5 10,641

共 同 保 険 借 － － 146,618 20.5 146,618

再 保 険 借 － － 154,313 21.6 154,313

短 期 社 債 － － － － －

社 債 － － － － －

新 株 予 約 権 付 社 債 － － － － －

そ の 他 負 債 174 0.1 121,241 17.0 121,066

借 入 金 － － － － －

未 払 法 人 税 等 69 0.0 1,637 0.2 1,568

未 払 金 105 0.0 53,815 7.5 53,710

未 払 費 用 － － － － －

前 受 収 益 － － － － －

預 り 金 － － － － －

リ ー ス 債 務 － － － － －

資 産 除 去 債 務 － － － － －

仮 受 金 － － 65,788 9.2 65,788

そ の 他 の 負 債 － － － － －

退 職 給 付 引 当 金 － － － － －

役 員 退職慰 労 引当金 － － － － －

賞 与 引 当 金 － － 4,201 0.6 4,201

価 格 変 動 準 備 金 － － － － －

繰 延 税 金 負 債 － － － － －

負 債 の 部 合 計 174 0.1 441,275 61.7 441,101

（ 純 資 産 の 部 ）  

資 本 金 150,000 50.4 150,000 21.0 －

新 株 式 申 込 証 拠 金 － － － － －

資 本 剰 余 金 150,000 50.4 150,000 21.0 －

資 本 準 備 金 150,000 50.4 150,000 21.0 －

そ の 他 資 本 剰 余 金 － － － － －

利 益 剰 余 金 △2,805 △0.9 △26,292 △3.7 △23,486

利 益 準 備 金 － － － － －

そ の 他 利 益 剰 余 金 △2,805 △0.9 △26,292 △3.7 △23,486

繰 越 利 益 剰 余 金 △2,805 △0.9 △26,292 △3.7 △23,486

自 己 株 式 － － － － －

自 己 株式申 込 証拠金 － － － － －

株 主 資 本 合 計 297,194 99.9 273,707 38.3 △23,486

その他有価証券評価差額金 － － － － －
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繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 － － － － －

土 地 再 評 価 差 額 金 － － － － －

評価・換算差額等合計 － － － － －

新 株 予 約 権 － － － － －

純 資 産 の 部 合 計 297,194 99.9 273,707 38.3 △23,486

負債及び純資産の部合計 297,369 100.0 714,983 100.0 417,614

（注）1. 有形固定資産の減価償却は、定率法により行っております。 

2. 賞与引当金は従業員賞与に充てるため支給見込額を基準に計上しております。 

3. 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、営業費及び一般管理費

等の費用は税込方式によっております。なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮

払金に計上し、5年間で均等償却を行っております。 

4. 責任準備金は保険業法施行規則第 211 条の 46 の規定に基づく準備金であり、同第 1

項第 1号イに規定する未経過保険料の金額は、純保険料等に基づく算出方法により

計算しております。 

5. 有形固定資産の減価償却累計額は 486 千円であります。 

6. 金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

少額短期保険業者の資産運用は、預貯金（外貨建てを除く）・国債・地方債等に限

定されているうえ、当社では安全性・流動性の確保のため預貯金による運用を基本方

針としております。また、四半期毎の資産の自己査定を通じて資産の健全性維持に努

めております。 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

2015 年 3 月 31 日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。                    （単位：千円） 

 貸借対照表 

計上額（＊1） 時価（＊1） 差額 

（1）現金及び預貯金 332,196 332,196 － 

（2）代 理 店 貸 24,563 24,563 － 

（3）共 同 保 険 貸 324,702 324,702 － 

（4）再 保 険 貸 11,934 11,934 － 

（5）代 理 店 借 (10,641) (10,641) － 

（6）共 同 保 険 借 (146,618) (146,618) － 

（7）再 保 険 借 (154,313) (154,313) － 

（8）未 払 金 (53,815) (53,815) － 

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（注 1）金融商品の時価の算定方法 

当社が保有する金融商品のうち重要性があるものは上記表のとおりでありますが、

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿

価格によっております。 
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7. 繰延税金資産の総額は 9,397 千円、繰延税金資産から評価性引当として控除した額

は 32 千円であります。繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、税務上繰越欠

損金 7,853 千円、賞与引当金 1,165 千円であります。 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 27 年法律第 9 号）が 2015 年 3 月 31

日に公布され、2015 年 4 月 1日以後に開始する事業年度から法人税率等の引き下げ

等が行われることとなりました。これに伴い、2015 年 4 月 1日に開始する事業年度

に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使

用する法定実効税率は従来の 30.7%から 28.8%となります。 

この税率変更により、繰延税金資産（繰延税金負債を控除した金額）は 654 千円

減少し、当期純利益は 654 千円減少しております。 

8. 当期末における支払備金および責任準備金の内訳は次のとおりであります。 

（支払備金） 

支払備金（出再支払備金控除前） 13,189 千円 

同上にかかる出再支払備金 13,057 千円 

差引（イ） 131 千円 

ＩＢＮＲ備金（出再ＩＢＮＲ備金控除前） －千円 

同上にかかる出再ＩＢＮＲ備金 －千円 

差引（ロ） －千円 

計（イ＋ロ） 131 千円 

（責任準備金） 

普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 394,692 千円 

同上にかかる出再責任準備金 390,786 千円 

差引（イ） 3,905 千円 

異常危険準備金（ロ） 221 千円 

計（イ＋ロ） 4,127 千円 

9. 1 株当たりの純資産額は 45,617 円 93 銭であります。算定上の基礎である純資産額

は 273,707 千円であり、その全額が普通株式に係るものであります。また、普通株

式の当期末発行済株式数は 6,000 株であります。 

10. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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（２）損益計算書 

（単位：千円） 

年  度 

科  目 

2013年度 

(2014年1月20日から 

2014年3月31日まで) 

2014年度 

(2014年4月1日から 

2015年3月31日まで) 
比較増減 

金 額 金 額 

経 常 収 益 

保 険 料 等 収 入 

保 険 料 

再 保 険 収 入 

回 収 再 保 険 金 

再 保 険 手 数 料 

再 保 険 返 戻 金 

そ の 他 再 保 険 収 入 

責 任 準 備 金 等 戻 入 額 

支 払 備 金 戻 入 額 

責 任 準 備 金 戻 入 額 

資 産 運 用 収 益 

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 

そ の 他 運 用 収 益 

そ の 他 経 常 収 益 

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

1,660,473 

1,660,473 

949,529 

710,943 

13,703 

691,150 

6,089 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

1,660,473

1,660,473

949,529

710,943

13,703

691,150

6,089

－

－

－

－

－

－

－

－

経 常 費 用 

保 険 金 等 支 払 金 

保 険 金 等 

解 約 返 戻 金 等 

契 約 者 配 当 金 

再 保 険 料 

 責 任 準 備 金 等 繰 入 額 

支 払 備 金 繰 入 額 

責 任 準 備 金 繰 入 額 

資 産 運 用 費 用 

事 業 費 

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 

税 金 

減 価 償 却 費 

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 

そ の 他 経 常 費 用 

2,735

－

－

－

－

－

－

－

－

－

2,735

1,362

1,373

－

－

－

1,691,686 

960,032 

13,842 

6,150 

－ 

940,040 

4,259 

131 

4,127 

－ 

727,394 

717,713 

9,193 

486 

－ 

－ 

1,688,950

960,032

13,842

6,150

－

940,040

4,259

131

4,127

－

724,658

716,351

7,820

486

－

－

経常利益（又は経常損失△） △2,735 △31,213 △28,477

特 別 利 益 － － －

特 別 損 失 

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額 

そ の 他 特 別 損 失 

－

－

－

－ 

－ 

－ 

－

－

－
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契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額 

税引前当期純利益（又は税引前当

期純損失△） 

法 人 税 及 び 住 民 税 

法 人 税 等 調 整 額 

法 人 税 等 合 計 

当期純利益（又は当期純損失△） 

－

△2,735

69

－

69

△2,805

－ 

△31,213 

 

1,637 

△9,364 

△7,726 

△23,486 

－

△28,477

1,568

△9,364

△7,796

△20,681

（注）1. 関係会社との取引による費用総額は 347 千円であります。 

2. (1)正味収入保険料は、9,428 千円であります。 

(2) 正味支払保険金は、138 千円であります。 

(3) 支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。 

支払備金繰入額（出再支払備金控除前） 13,189 千円 

同上にかかる出再支払備金繰入額 13,057 千円 

差引（イ）   131 千円 

ＩＢＮＲ備金繰入額（出再ＩＢＮＲ備金控除前） －千円 

同上にかかる出再ＩＢＮＲ備金繰入額  －千円 

差引（ロ） －千円 

計（イ＋ロ） 131 千円 

 (4) 責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。 

普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前） 394,692 千円 

同上にかかる出再責任準備金繰入額 390,786 千円 

差引（イ） 3,905 千円 

異常危険準備金繰入額（ロ） 221 千円 

計（イ＋ロ） 4,127 千円 

3. 1 株当たりの当期純損失は 3,914 円 47 銭であります。算定上の基礎である当期純

損失は 23,486 千円であり、その全額が普通株式に係るものであります。また、普

通株式の期中平均株式数は 6,000 株であります。なお、潜在株式がないため、潜在

株式調整後 1株当たり当期純損失は算出しておりません。 
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4. 関連当事者との取引は以下のとおりであります。 

（単位：千円） 

属性 会社等の名称 
議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者

との関係

取引の

内容 
取引金額 

親会社

の子会

社 

東京海上日動

火災保険株式

会社 

－ － 再保険 

（注1） 

再保険料 

（費用） 

845,086

回収再保険金 

（収益） 

12,319

再保険手数料 

（収益） 

621,337

再保険返戻金 

（収益） 

5,474

再保険貸 

（債権） 

10,728

再保険借 

（債務） 

138,725

親会社

の子会

社 

東京海上ミレ

ア少額短期保

険株式会社 

－ － 業務委

託 

（注2） 

 

 

 

共同保

険に係

る精算 

（注2） 

 

業務委託費 

（費用） 

182,588

未払金 

（債務） 

48,593

共同保険貸 

（債権） 

324,702

共同保険借 

（債務） 

146,618

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注 1）再保険料その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望条件を提示

し、交渉の上で決定しております。 

     （注 2）共同保険に係る委託契約等に基づき、合理的な条件で決定しております。 

5. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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（３）株主資本等変動計算書（1/2） 

 

 

      2013 年度（2014 年 1 月 20 日から 2014 年 3 月 31 日まで） 

 

（単位：千円） 

 

 評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計その他有価証

券評価差額金 
繰延ヘッジ 

損益 

土地再評価 

差額金 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高    － － － － － －

新株の発行 － － － － － 300,000

剰余金の配当 － － － － － －

当期純利益 － － － － － △2,805

自己株式の処分 － － － － － －

その他資本剰余

金の減少による

欠損の填補 

－ － － － － －

株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額） 

－ － － － － －

当期変動額合計 － － － － － 297,194

当期末残高 － － － － － 297,194

（注）発行済株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

普通株式 －株 6,000株 －株 6,000株 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 

株式 

株主資本

合計 資本 

準備金 

その他資

本剰余金

資本剰余

金合計 

利益

準備

金

その他 

利益  

剰余金 利益剰余金

合計 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 － － － － － － － － －

新株の発行 150,000 150,000 － 150,000 － － － － 300,000

剰余金の配当 － － － － － － － － －

当期純利益 － － － － － △2,805 △2,805 － △2,805

自己株式の処分 － － － － － － － － －

その他資本剰余

金の減少による

欠損の填補 

－ － － － － － － － －

株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額） 

－ － － － － － － － －

当期変動額合計 150,000 150,000 － 150,000 － △2,805 △2,805 － 297,194

当期末残高 150,000 150,000 － 150,000 － △2,805 △2,805 － 297,194
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（３）株主資本等変動計算書（2/2） 

 

 

      2014 年度（2014 年 4 月 1日から 2015 年 3 月 31 日まで） 

 

（単位：千円） 

 

 評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計その他有価証

券評価差額金 
繰延ヘッジ 

損益 

土地再評価 

差額金 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高    － － － － － 297,194

新株の発行 － － － － － －

剰余金の配当 － － － － － －

当期純利益 － － － － － △23,486

自己株式の処分 － － － － － －

その他資本剰余

金の減少による

欠損の填補 

－ － － － － －

株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額） 

－ － － － － －

当期変動額合計 － － － － － △23,486

当期末残高 － － － － － 273,707

（注）発行済株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

普通株式 6,000株 －株 －株 6,000株 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 

株式 

株主資本

合計 資本 

準備金 

その他資

本剰余金

資本剰余

金合計 

利益

準備

金

その他 

利益  

剰余金 利益剰余金

合計 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 150,000 150,000 － 150,000 － △2,805 △2,805 － 297,194

新株の発行 － － － － － － － － －

剰余金の配当 － － － － － － － － －

当期純利益 － － － － － △23,486 △23,486 － △23,486

自己株式の処分 － － － － － － － － －

その他資本剰余

金の減少による

欠損の填補 

－ － － － － － － － －

株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額） 

－ － － － － － － － －

当期変動額合計 － － － － － △23,486 △23,486 － △23,486

当期末残高 150,000 150,000 － 150,000 － △26,292 △26,292 － 273,707
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

 

（単位：千円） 

年   度 

科   目 

2013年度 

(2014年1月20日から

2014年3月31日まで)

2014年度 

(2014年4月1日から 

2015年3月31日まで) 比較増減 

金 額 金 額 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税引前当期純利益（△は損失） 

減価償却費 

保険業法第113条繰延資産償却費 

支払備金の増加額（△は減少） 

責任準備金の増加額（△は減少） 

貸倒引当金の増減額 

契約者配当準備金繰入額 

退職給付引当金の増加額（△は減少） 

役員退職慰労引当金の増加額（△は減少）

価格変動準備金の増加額（△は減少） 

利息及び配当金等収入 

有価証券関係損益（△は益） 

支払利息 

為替差損益（△は益） 

有形固定資産関係損益（△は益） 

代理店貸の増加額（△は増加） 

共同保険貸の増加額（△は増加） 

再保険貸の増加額（△は増加） 

その他資産（除く投資活動関連、財務活動

関連）の増減額（△は増加）

代理店借の増加額（△は減少） 

共同保険借の増加額（△は減少） 

再保険借の増加額（△は減少） 

その他負債（除く投資活動関連、財務活動

関連）の増減額（△は減少）

その他 

小       計 

利息及び配当金等の受取額 

利息の支払額 

契約者配当金の支払額 

その他 

法人税等の支払額 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 

△2,735 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

105 

 

－ 

△2,630 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

△2,630 

 

△31,213 

486 

－ 

131 

4,127 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

△24,563 

△324,702 

△11,934 

△1,338 

 

10,641 

146,618 

154,313 

123,700 

 

－ 

46,267 

－ 

－ 

－ 

－ 

△69 

46,197 

 

△28,477 

486 

－ 

131 

4,127 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

△24,563 

△324,702 

△11,934 

△1,338 

 

10,641 

146,618 

154,313 

123,595 

 

－ 

48,898 

－ 

－ 

－ 

－ 

△69 

48,828 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

預貯金の純増減額（△は増加） 

有価証券の取得による支出 

有価証券の売却・償還による収入 

有形固定資産の取得による支出 

 

－ 

－ 

－ 

△244 

 

－ 

－ 

－ 

△1,126 

 

－ 

－ 

－ 

△882 
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保険業法第113条繰延資産の取得による 

支出 

その他 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

－ 

 

△10,000 

△10,244 

－ 

 

－ 

△1,126 

－ 

 

10,000 

9,117 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

借入れによる収入 

借入金の返済による支出 

社債の発行による収入 

社債の償還による支出 

株式の発行による収入 

自己株式の取得による支出 

配当金の支払額 

その他 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

300,000 

－ 

－ 

－ 

300,000 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

△300,000 

－ 

－ 

－ 

△300,000 

現金及び現金同等物に係る換算差額  － － － 

現金及び現金同等物の増減額 （△は減少） 287,125 45,071 △242,054 

現金及び現金同等物期首残高  － 287,125 287,125 

現金及び現金同等物期末残高 287,125 332,196 45,071 

（注）資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預貯金

からなっております。 
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